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第１　はじめに 

１　計画策定に当たって 

　　私たちを取り巻く社会は、少子高齢化や核家族化の進展、ライフスタイルの多様化 

などにより、かつて当たり前であった「ご近所同士の支え合い」が徐々に希薄化して 

います。こうした中、暮らしの中での困りごとは、「介護」と「ひきこもり」、「困窮」 

と「子育て」のように、単一の制度や窓口だけでは解決が難しい、複雑で複合的な課 

題が増加しています。 

　こうした社会の変化に対応するため、国は、年齢や障がいの有無などに関わらず、 

誰もが住み慣れた地域で支え合いながら暮らせる「地域共生社会」の実現を掲げ、そ 

の具体的な推進方策として、「重層的支援体制整備事業」が創設されました。 

　音更町においても、この理念に基づき、令和４年度から第１期計画として、分野横 

断的な相談支援体制の構築や、地域づくりの支援に取り組んでいます。この取組を通 

じて、これまで支援が届きにくかった困難ケースなどを関係機関と連携を図りながら 

対応しています。 

　第２期計画では、第１期計画期間に顕在化した課題の解決など、今後５年間におけ 

る取組の方向性と具体的な推進方策に基づき支援の拡充を図ります。 

 

２　計画の位置づけ・他計画との関連 

　　本計画は、まちづくりの最上位計画である「第６期総合計画」に掲げる将来像『健 

やかで心ふれあう、やさしさに満ちたまち』を実現するための、地域福祉計画を包含 

した福祉分野における個別計画です。「第９期おとふけ生きいきプラン 21」「こども 

計画」「おとふけ障がい福祉総合プラン 2024」といった各分野別計画と整合性を図り 

ながら、分野横断的な取組を推進します。 

 

３　計画の期間 

　　計画の期間は、音更町地域福祉計画の終期となる令和 12 年度までの５年間としま

す。ただし、社会情勢の変化や事業の進捗状況を毎年評価し、必要に応じて柔軟に見

直しを行います。 

 

 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 令和 12年度

 重層的支援体

制整備事業実

施計画

 音更町地域

福祉計画
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４　事業の内容と実施体制 

【重層的支援体制整備事業の概要】 

　　重層的支援体制整備事業は、ダブルケアやいわゆる 8050 問題など介護、障がい、 

こども、生活困窮といった分野別の支援体制では対応しきれない複雑化・複合化した 

支援課題を町全体の支援機関・地域の関係者が断らず受け止め、つながり続ける支 

援体制を構築するため、「属性を問わない相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向 

けた支援」の３つの支援を一体的に実施するものです。 

 

『３つの支援』　　　　≪３つの支援の内容を簡単にまとめると≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

属性を問わない 

Ⅰ 相談支援

・属性や世代を問わず包括的に相談を受け止める 

・支援機関のネットワークで対応する　　　など

Ⅱ 参加支援

・社会とのつながりをつくるための支援を行う 

・本人への定着支援と受入れ先の支援を行う　　　など

Ⅲ 地域づくり 

に向けた支援 

・交流できる場や居場所を整備する 

・地域における活動の活性化を図る　　　など
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【重層的支援体制整備事業の概要】～厚生労働省地域共生社会のポータルサイトより抜粋～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業名 事業内容

 Ⅰ　相談支援

 包括的相談支援事業 ・属性や世代、相談内容に関わらず、包括的に相談を受

け止め、寄り添い、抱えている課題の解きほぐしや整理

を行います。 

・相談内容に応じて関係機関と連携し対応するほか、複

雑化・複合化するケースは多機関協働事業につなぐな

ど、断らない相談支援を行います。

 多機関協働事業 ・町の介護、障がい、こども、生活困窮の担当課に、包

括化推進員を配置し、情報の集約や課題の把握、支援プ

ランの作成のほか、関係機関によるケース会議を開催

するなど、各分野の連携・協働による包括的な支援のた

めの中心的な役割を担います。

 アウトリーチ等を通じた

継続的支援事業

・分野横断的な複雑化・複合化した課題を抱えつつも、

支援が届いていない人や、支援につながることに拒否

的な人に対して、関係づくりを大切にしながら寄り添

い、支援を届けます。

 Ⅱ　参加支援 ・本人の希望やニーズに合わせて、社会とのつながりづ

くりを支援します。 

・地域で行われている参加の場へのマッチングを行い

ます。 
・本人の活動の状況を見守り、活動が続けられるよう支

援を行います。

 Ⅲ　地域づくりに向けた支援 ・既存の介護、障がい、こども、生活困窮の各分野の事

業と連携し、地域社会からの孤立者の発生防止、地域に

おける他世代の交流の場や活動を把握し、必要とする

人や地域とつなげるコーディネートを行います。
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５　現状と課題 

　　令和４年度から重層的支援体制整備事業を実施したことで、町と関係機関の連携 

基盤は着実に整備されてきました。相談実績では、各窓口が断らず相談を受け止めて 

おり、令和７年度は新規相談 2,682 件（表１）のうち分野横断的な対応が 62 件（表 

２）になるなど、包括的な受け皿が機能しています。 

また、重層的支援会議や支援会議の増加により、関係機関が事例を共有しやすい体

制が醸成されており、会議に参加した関係機関からは、”多分野で協議することによ

り支援の幅が広がった。同じような事例があった時にも活かしたい。複雑になる前に

関係機関と連携していきたい。”という意見があり、関係機関が抱え込まず、チーム

として対応することの有効性が醸成されています。 

一方で、多機関協働事業については、分野横断的な複雑なケースについて包括化推 

　進員が中心となり、年間 10 件程度のケースを担当していますが、全てのケースのプ

ラン策定まで行えていない状況があります。背景には、本人との信頼関係の構築まで

に時間を要することや信頼関係を構築しても、同意を得られないなどがあげられます。

会議件数は増加していることから、プラン作成まで行い、チームとしての役割を明確

にし、本人の意向を尊重した上で取組みを進める必要があります。 

表１　令和４年度～令和７年度までの相談実績（新規相談件数） 

　※こども分野においては、こども家庭センター開設に伴い、カウント方法を見直ししたため、減少。 

表２　令和４年度～令和７年度までの分野横断的な相談件数 

表３　多機関協働事業の対応・プラン作成件数・会議開催回数 

 介護 障がい こども 生活困窮 合計

 Ｒ４ 1,526 134 1,104 170 2,934

 Ｒ５ 1,706 72 846 161 2,785

 Ｒ６ 2,051 234 346 174 2,805

 Ｒ７ 1,989 115 389 189 2,682

 介護 障がい こども 生活困窮 合計

 Ｒ４ 6 4 4 13 27

 Ｒ５ 19 5 13 19 56

 Ｒ６ 15 12 9 12 48

 Ｒ７ 23 8 16 15 62

 対応件数 プラン作成件数 会議開催回数

 Ｒ４ 12 3 10

 Ｒ５ 12 5 20

 Ｒ６ 11 7 29

 Ｒ７ 8 6 22
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第２　重層的支援体制整備事業で目指すもの 

町民が抱える課題は、少子高齢化、核家族化、価値観の多様化、地域コミュニティの

希薄化などにより、貧困、孤独死、ひきこもり、ＤＶ、差別など、こどもから高齢者ま

で世代や性別、その他属性を問わず様々な困難を抱える人が増加しているほか、これら

の困難が「複雑化」「複合化」しており、分野横断的な対応や重層的な支援が求められ

ています。 

そのため、制度や分野ごとの「縦割り」「支え手」「受け手」という垣根を越えて、町

民や地域の多様な主体が参画し、「人と人」、「人と資源」が世代や分野にかかわらずつ

ながることで、町民の暮らしと生きがい、地域を共に作っていく「地域共生社会」の実

現を目指します。 

制度の狭間にある複雑な課題や暮らしの中の「ちょっとした困りごと」に対し、誰も

が孤立することなく、安心して相談でき、年齢や障がいの有無に関わらず、一人ひとり

が「出番」や「居場所」を持って支え合える地域づくりを進めます。 
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第３　具体的な取組 

包括的相談支援事業における各分野の相談支援事業の実施体制 

　年齢や分野を問わず、暮らしの困りごとをまるごと受け止める総合相談窓口です。ど 

こに相談して良いか分からない悩みも、お聞きし、必要な情報や専門機関へ責任をもっ 

てつなぎます。困っている人を見かけた際の「つなぎ先」としての役割を担います（社 

会福祉法第 106 条の４第２項）。 

 

【地域包括支援センターの運営（第１号のイ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業名称 地域包括支援センター運営事業

 支援対象者 高齢者等及びその家族など

 箇所数 町内３箇所

 事業内容 地域に住む高齢者に関する様々な相談を受け止め、適切な支援機関、サービ

スなどにつなげるほか、各町内会や民生委員などの関係団体への会議に参加

して生活状況の情報を得るなど、潜在的な支援ニーズの把握や、支援の必要

な人の早期発見に努めます。また、認知症などにより判断能力の低下が見ら

れる人を支援する成年後見制度の利用促進、特殊詐欺の被害を未然に防止す

る消費者被害の防止などの取組を行います。

 実施方式/ 

支援機関名

委託：社会福祉法人音更町柏寿協会 地域包括支援センターらんらん 

（柏寿台１番地５） 

（音更中学校区・駒場中学校区）

 委託：公益財団法人北海道医療団 地域包括支援センターほほえみ 

（共栄台西 12 丁目７番地７） 

（共栄中学校区・下音更中学校の一部）

 委託：社会福祉法人手稲ロータス会 地域包括支援センターロータス音更 

（中鈴蘭元町２番地９） 

（緑南中学校区・下音更中学校の一部）
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【障がい者相談支援事業（第１号のロ）】 

 

【利用者支援事業（第１号のハ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業名称 相談支援事業

 支援対象者 障がい者児及びその家族など

 箇所数 町内１箇所

 事業内容 福祉サービスの利用のほか、健康、対人関係、日常生活、家計、子育て・介

護、社会参加などに関する相談支援を行うほか、支援計画の作成や、モニタ

リング（定期的なサービスの確認）を行います。また、発達に不安のある児

童の心理発達検査を行い、保護者への助言やカウンセリングを行います。

 実施方式/ 

支援機関名

委託：社会福祉法人慧誠会 障がい者基幹相談支援センター 

（元町２番地　役場庁舎福祉課内）

 事業名称 利用者支援事業（こども家庭センター型）

 支援対象者 こども及びその保護者など

 箇所数 町内１箇所

 事業内容 全てのこども（０歳から 18歳まで）と妊産婦を対象に、妊娠や出産、子育て

のワンストップ相談窓口として、保健師、助産師、管理栄養士、社会福祉士

などが対応して相談支援を行います。また、養育環境が心配な家庭には、保

健・医療・福祉等の関係機関と連携して専門的な支援を行います。

 実施方式/ 

支援機関名

直営 こども家庭センター 

（新通８丁目５番地　保健センター）

 事業名称 利用者支援事業（妊婦等包括相談支援事業型）

 支援対象者 子育て家庭や妊婦など

 箇所数 町内１箇所

 事業内容 母子保健・子育てに関する相談、サービスなどの情報提供

 実施方式/ 

支援機関名

直営 健康推進課 

（新通８丁目５番地　保健センター）
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【福祉事務所未設置町村事業】 

 

 

 事業名称 利用者支援事業（基本Ⅲ型）

 支援対象者 こども及びその保護者、子育て家庭や妊婦など

 箇所数 町内４箇所

 事業内容 母子保健・子育てに関する相談、サービスなどの情報提供、こども家庭セン

ターとの連携

 実施方式/ 

支援機関名

委託：社会福祉法人大谷菩提樹会 子育て支援センターすずらん 

（中鈴蘭元町２番地 10）

 委託：社会福祉法人大谷菩提樹会 きの子育て支援センター 

（木野東通４丁目２番地）

 委託：社会福祉法人音更福祉事業協会 音更子育て支援センター 

（新通９丁目３番地）

 委託：学校法人帯広葵学園 柳町子育て支援センター 

（柳町仲区 16 番地）

 事業名称 生活困窮者等相談支援事業

 支援対象者 生活困窮者（生活に困窮している、又は生活困窮に陥る恐れのある人）など

 箇所数 町内１箇所

 事業内容 生活に困窮している人の相談を受け、助言や各種制度の情報提供などのほ

か、専門的な支援が必要な人には、個人情報の取扱いに留意した上で、北海

道が設置する自立相談支援機関と連携し、対応に当たります。また、関係機

関からの情報収集に努め、電話相談、訪問相談など、生活に困窮している人

の早期発見に努めます。

 実施方式/ 

支援機関名

委託：有限会社ウィルワーク せいかつ相談窓口 

（元町２番地　役場庁舎福祉課内）

 事業名称 ひきこもり相談支援事業

 支援対象者 ひきこもりや不登校等の状態にある対象者やその家族

 箇所数 町内１箇所

 事業内容 ひきこもり等の状態にある人やその家族が容易に相談できる体制を構築す

るため、身近な公的機関である役場に相談窓口を設置し、対象者の社会参加

等につながるよう、情報の提供や助言等を行うとともに、関係機関との連携

を図りながら必要な支援をしています。

 実施方式/ 

支援機関名

委託：特定非営利活動法人クロユリ

の会

こもりびと相談窓口 

（元町２番地　役場庁内福祉課内）
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多機関協働事業の実施体制 

包括的相談支援事業で受け止めた相談のうち、ひとつの支援機関のみでは対応が難し 

い複雑化・複合化した事案などについて、支援会議を開催し、支援の方向性や支援関係

機関の役割を整理、調整します（社会福祉法第 106 条の４第２項第５号・第６号）。 

 

【多機関協働事業、支援プランの作成】 

 

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業の実施体制 

　地域社会からの孤立が長期にわたる状態にあるなど、課題を抱えながらも必要な支援 

が届いていない人や、支援の必要性が高いと思われるものの、自身が抱えている課題に 

気づいていないなど、支援の受け入れに拒否的な人に対して、支援が行き届くよう、寄 

り添い伴走しながら、つながり続ける支援を行います（社会福祉法第 106 条の４第２項 

第４号）。なお、住宅確保要配慮者については、北海道の自立相談支援事業所と緊密 

に連携し、居住の安定確保のために必要な支援を行うものとします。 

 

【アウトリーチ等を通じた継続的支援事業】 

 事業名称 多機関協働事業

 支援対象者 複雑化・複合化した課題や制度の狭間にある人とその世帯など

 箇所数 -

 事業内容 重層的支援会議の開催 

①支援機関の必要な情報共有や事例検討など　②支援プランの作成、プラン

に基づく支援の実施などの確認を行います。

 実施方式/ 

支援機関名

直営 

保健福祉部内に包括化推進員を配置

福祉課（元町２番地　） 

健康推進課、高齢者福祉課 

（新通８丁目５番地　保健センター）

 事業名称 アウトリーチ等を通じた継続的支援事業

 支援対象者 潜在的な支援ニーズを抱える人・世帯など

 箇所数 -

 事業内容 支援関係機関や地域との連携を通じた情報収集と対象者の把握、訪問などの

アウトリーチによる関係構築に向けた継続的な働きかけ、本人・世帯に寄り

添った伴走型支援、支援関係機関へのつなぎを行います。

 実施方式/ 

支援機関名

直営 

保健福祉部内に包括化推進員を配置

福祉課（元町２番地　） 

健康推進課、高齢者福祉課 

（新通８丁目５番地　保健センター）
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参加支援事業の実施体制 

　社会とのつながりが薄く、各分野で行われている既存の社会参加に向けた取組では対 

応できない狭間のニーズを抱える本人や世帯に対応するため、地域の社会資源などを活 

用して社会とのつながりづくりを支援します（社会福祉法第 106 条の４第２項第２号）。 

なお、住宅確保要配慮者については、北海道の自立相談支援事業所と緊密に連携し、 

居住の安定確保のために必要な支援を行います。 

 

【参加支援事業】 

 

地域づくりに向けた支援事業の実施体制 

　既存の介護、障がい、こども、生活困窮の各分野の事業の連携を一体的に実施して、 

地域社会からの孤立者の発生防止、地域における他世代の交流や多様な活躍の場を創出 

する地域づくりに向けた支援を行います（社会福祉法第 106 条の４第２項）。 

 

【地域介護予防活動支援事業（第３号のイ）】 

 事業名称 参加支援事業

 支援対象者 社会とのつながりが薄く狭間のニーズを抱える人・世帯など

 箇所数 -

 事業内容 本人やその世帯のニーズや抱える課題などを把握し、地域の社会資源や支援

メニューとのコーディネートやマッチングを行うとともに、既存の社会資源

への働きかけや既存の社会資源の充実を図り、支援ニーズに合った支援メニ

ューづくりを行います。

 実施方式/ 

支援機関名

直営 

保健福祉部内に包括化推進員を配置

福祉課（元町２番地　） 

健康推進課、高齢者福祉課 

（新通８丁目５番地　保健センター）

 事業名称 生きいきポイント事業

 支援対象者 65 歳以上の人

 箇所数 -

 事業内容 65 歳以上の人が、町内の介護施設などでボランティア活動を行い、実績に応

じて貯めたポイント数に応じて換金することができます。対象となる活動

は、地域交流サロンの運営、行事の会場設営、余興の披露、こども達とのふ

れあい、絵本の読み聞かせ、昔の遊びの伝承など多岐にわたります。

 実施方式/ 

支援機関名

委託： 

社会福祉法人音更町社会福祉協議会

（大通 11 丁目１番地　総合福祉セン

ター内）
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【生活支援体制整備事業（第３号のロ）】 

 

【地域活動支援センター事業（第３号のハ）】 

 

【地域子育て支援拠点事業（第３号のニ）】 

 事業名称 地域子育て支援拠点事業

 支援対象者 乳幼児をもつ子育て中の親とそのこども

 箇所数 町内４箇所

 事業内容 認定こども園、保育園などに隣接する子育て支援センターにおいて、親子が

いろいろな遊びを楽しみ、交流を深めて子育ての輪を広げる場です。こども

との関わり方や遊び方を知り、親子のふれあいや親同士の情報交換など子育

てを応援します。

 実施方式/ 

支援機関名

委託：社会福祉法人大谷菩提樹会 子育て支援センターすずらん 

（中鈴蘭元町２番地 10）

 委託：社会福祉法人大谷菩提樹会 きの子育て支援センター 

 事業名称 生活支援体制整備事業

 支援対象者 65 歳以上の高齢者

 箇所数 -

 事業内容 日常生活上の支援が必要な高齢者が、住み慣れた地域で在宅生活を継続して

いくために生活支援体制の充実及び強化や地域における支え合いの体制づ

くりを推進する事業です。多様な主体への協力依頼などの働きかけ、関係者

のネットワーク化などを推進する生活支援コーディネーターを配置するほ

か、連携強化の場として協議体を設置し、多様な主体間の定期的な情報共有

及び連携・協働による資源開発などを推進します。

 実施方式/ 

支援機関名

委託： 

社会福祉法人音更町社会福祉協議会

（大通 11 丁目１番地　総合福祉セン

ター内）

 事業名称 地域活動支援センター事業

 支援対象者 障がい者等及びその家族

 箇所数 町内２箇所

 事業内容 障がい者などに創作的活動又は生産活動の機会を提供するとともに、地域社

会との交流事業を行い、障がい者などの地域生活を支援します。

 実施方式/ 

支援機関名

委託： 

特定非営利活動法人どんぐりの家

福祉会

地域活動支援センターどんぐりの家

（東通 12 丁目５番地）

 地域活動支援センターこんにち庵 
（木野大通東９丁目１番地 25）
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【生活困窮者支援等のための地域づくり事業（第３号）】 

 

社会参加や居場所づくりとして想定される主な事業 

 

 

 

 （木野東通４丁目２番地）

 委託：社会福祉法人音更福祉事業協会 音更子育て支援センター 

（新通９丁目３番地）

 委託：学校法人帯広葵学園 柳町子育て支援センター 

（柳町仲区 16 番地）

 事業名称 コミュニティサポート事業

 支援対象者 町民全般

 箇所数 -

 事業内容 多様なニーズや生活課題に柔軟に対応できるよう、課題を抱える住民と地域

活動をマッチングするための情報提供や、多様な住民同士が交流でき、属性

や世代によらず利用できる地域サロンなどの拠点の運営支援、新たな交流拠

点の開設などの支援を行うことにより、住民主体の活動支援・情報発信、地

域コミュニティを形成する居場所づくりを推進し、共助の取組の活性化を図

るほか、地域での見守りを希望する人を対象に、地域住民(サポーター)の協

力を得て、定期的な訪問などを行うことにより、地域における共助の基盤づ

くりや住民同士の新たな支え合いを支援します。

 実施方式/ 

支援機関名

委託： 

社会福祉法人音更町社会福祉協議会

（大通 11 丁目１番地　総合福祉セン

ター内）

 事業名称 地域交流サロン事業

 支援対象者 町民全般

 箇所数 -

 事業内容 地域の有志によりサロンを運営する事業です。主に、月１・２回のペースで 

開催されています。参加者の対象に制限はなく、誰でも参加できます。また、 

参加者から困りごとの相談があった場合は、サロンスタッフを通じて音更町 

社会福祉協議会へ相談が寄せられます。

 実施機関 社会福祉法人音更町社会福祉協議会 大通 11丁目１番地　 

総合福祉センター内
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 事業名称 子育てサロン おとぷけ通り くるみ

 支援対象者 子育て中の親子

 箇所数 -

 事業内容 保育士やボランティアママなどが中心となり、地域の中で子育てを支え合え 

る場を目指して、子育て相談を中心に育児支援を行います。

 実施機関 代表　中村友子 東通 13丁目 3 番地

 事業名称 ふれあいの家事業

 支援対象者 町民

 箇所数 ２箇所

 事業内容 空き家を活用して、「気軽に集まれる、地域の身近で小さな拠点、住民主体」 

を基本に、交流の場を提供します。

 実施機関 社会福祉法人音更町社会福祉協議会 大通 11丁目１番地 

総合福祉センター内

 事業名称 喫茶はっぴぃ～事業

 支援対象者 障がい者

 箇所数 -

 事業内容 ボランティア、地域住民交流、障がい者の社会参加を目的に運営している喫 

茶店です。

 実施機関 社会福祉法人音更町社会福祉協議会 大通 11丁目１番地　 

総合福祉センター内

 事業名称 地域農園事業

 支援対象者 町民

 箇所数 ３箇所

 事業内容 生活の基盤となる身近な地域において、農作業を通じて外出の機会、社会参 

加の場を創出する事業です。活動を通じた参加者同士の「支え合い」の関係 

構築を図ります。

 実施機関 社会福祉法人音更町社会福祉協議会 大通 11丁目１番地　 

総合福祉センター内
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 事業名称 ラジオ体操（おはよう広場、みんなでラジオ体操）

 支援対象者 町民

 箇所数 -

 事業内容 住民有志にて音更町社会福祉協議会が後援し、５月から 10 月に開催します。

 関係機関 社会福祉法人音更町社会福祉協議会 大通 11丁目１番地　 

総合福祉センター内

 事業名称 こども食堂

 支援対象者 町内

 箇所数 ３箇所（ほか２箇所あり）

 事業内容 小学校区や一定の地区を単位とし、団体や有志により、無料又は低額で食事 

を提供する事業です。主に、月１・２回のペースで開催され、こどもだけで 

なくその保護者や地域の方も利用でき、音更町社会福祉協議会が運営費の一 

部補助と食材の提供など、活動を支援します。

 関係機関 社会福祉法人音更町社会福祉協議会 大通 11丁目１番地　 

総合福祉センター内
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第４　会議体の設置・運営 

１　重層的支援会議 

　　本人から同意を得られているケースについて、包括化推進員が多機関協働事業を 

通じて集約した情報や把握した課題、本人の意向を基に作成した支援プランなどを協 

議し、アウトリーチなどを通じた継続的支援事業や参加支援事業などを含む包括的な 

支援につなげるため、支援関係機関の役割分担や連携方法を決定する会議です。 

　　会議は、重層的支援体制整備事業による支援が適切かつ円滑に実施されるために開 

催するものであり、①プランの作成及び適正性の協議、②プラン終結時などの評価、 

③社会資源の充足状況の把握と開発に向けた検討の３つの役割があります。 

 

２　支援会議 

　　複雑化・複合化した課題などがあり支援が必要である（と思われる）にもかかわら 

ず、本人から同意を得られないために支援体制の整備が進まないケースについて、必 

要な支援体制の検討などを行う会議です。 

会議では、参加者に守秘義務を設け、参加者同士が安心して課題に関する情報共有 

などを可能としており、地域において関係機関などがそれぞれ把握していながらも支

援が届いていない事例の共有や地域における必要な支援体制の検討を円滑にするも

のです。 

 
 
 
 
 

 
 

 開催頻度 随時

 根拠法令等 法第 106 条の６、音更町支援会議設置要綱

 構成員 ①包括化推進員 

②町関係各課 

③法第 106 条の６第１項に規定する支援関係機関など

 開催頻度 随時

 根拠法令等 法第 106 条の６、音更町支援会議設置要綱

 構成員 ①包括化推進員 

②町関係各課 

③法第 106 条の６第１項に規定する支援関係機関等
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第５　計画の推進 

１　計画の進め方 

　　計画を適切に進めるために、「計画（Plan）→実行（Do）→評価（Check）→改善

（Action）」であるＰＤＣＡサイクルにより計画を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２　計画の評価と見直し 

（１）評価の仕方 

計画の進捗状況を評価する際には、「相談件数が何件増えたか」といった数字の変 

化など、直接的な成果として得られたもののほか、連携がどれほど図られるようにな

ったかなど、以下のような「質の変化」を大切にします。 

・困っている本人やご家族の気持ちや生活に、どのような良い変化があったか。 

　・支援に当たる関係機関同士の連携が、どれくらいスムーズになったか。 

　・地域住民の意識や行動に、良い変化が生まれたか。うまくいかなかった点だけでな 

く、こうした「良くなった点」や「連携が深まった点」に注目し、その良い動きを 

さらに広げていく視点で評価を行います。 

　　計画の実効性を確保し、ＰＤＣＡサイクルを適切に運用するため、各事業の具体的 

な目標数値については、年度ごとに設定し、その達成状況について評価・検証を行い 

ます。 

 

（２）見直しの仕方 

　　毎年の評価結果をもとに、庁内の関係部署や地域の関係者からも意見を聞き、計画

内容を見直す必要があるかを検討します。 

実施計画の策定
実績等を踏まえた 

取組の改善

実施計画に沿った 
事業の実施

事業の実施結果の 
評価・検証 


